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観測点毎に異なる速度構造を設定した震源計算による火山性地震の震源決定精度の
改善について

Hypocenter Determination of Volcanic Earthquakes in Consideration with Various Veloc-
ity Structure of Stations
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１、研究の背景・目的
現在の気象庁における火山性地震の震源決定は、Ｐ波速度 (Vp)一定、Ｓ波速度 (Vs)一定の半無限の速度構造を仮定す

るか、または水平成層の速度構造を仮定し、全観測点で共通の走時表を用いるという簡便な方法によるものが多く、速
度構造のコントラストの大きい火山体では震源決定に少なからず誤差をもたらすと考えられる。このように速度構造の
コントラストの大きい火山体における震源決定精度向上のためには、本来は三次元速度構造を用いた震源計算を行うべ
きであるが、本研究では、観測点毎に走時表を与えることにより速度構造の違いを反映させた震源計算を実施するとい
う簡略化したアプローチで震源決定精度の向上を試みた。
２、有珠山に適用している速度構造
当研究では、八幡（2002）によるボーリング調査、また鬼澤（2002）による構造探査により、山体の地質構造が詳細

に調査されている有珠山を対象とした。現在、気象庁における有珠山の火山性地震の震源計算に使用している速度構造
としては、全観測点に同一の一次元速度構造（鬼澤,2002）を適用している。
３、研究の進め方
以下の手順で震源再計算を実施する。
Ａ：検測値データセットの準備
2003年 9月から 2005年 11月までに発生し、気象庁の震動観測点全 5点で検測されている地震（計 133個）を対象と

する。
Ｂ：各観測点直下の速度構造の見積もり
八幡（2002）の地質データをもとに、各観測点直下の一次元地質構造を仮定した後、岩石の物性から各岩層の取り得

る Vpおよび Vpと Vsの比 (Vp/Vs)を設定した。その後、表層の岩層（外輪溶岩）の Vpおよび Vp/Vsの値をそれぞれ
1.6～2.5まで 0.1刻みに 10パターンずつ、合計 100パターン与えた。表層より下の岩層についても表層の設定値に合わ
せて値を変化させた。
Ｃ：Ｂで仮定した速度構造を元に、各観測点の走時表を 500ｍのデータメッシュ（従来は 2ｋｍ）で作成
有珠山で発生する地震の震源の広がりは水平・深さ方向とも 2ｋｍ程度であり、仮定した速度構造をより正確に反映

させるため、メッシュを変更した。
Ｄ：気象庁震源計算プログラムを、観測点毎に異なる走時表を読み込み、また高度補正が可能な仕様に修正
Ｅ：震源再計算・評価
４、結果・考察
第一段階として、現在の 2kmの走時データメッシュを 500mに改め、各点共通の走時表で再計算を実施したところ、

走時表のメッシュの間隔を変化させただけで震源が深さ方向に広がりを持つようになった。これは震源の深さ決定に大
きな影響を与える「走時の深さ微分量」の変化が顕在化したためと考えられる。メッシュの細分化に応じて速度構造も
観測点毎に正確に設定しなければ、震源決定精度は向上しないことを示していると考えられる。
第二段階として、観測点の標高補正実施に伴う震源分布の変化を調べた。その結果、震源の深さが補正前と比べて全

体的に 300ｍ程度浅く求まるようになり、観測点の高度（平均 300m程度）が計算結果に反映されたものと考えられる。
以上の準備を行い、100通り用意した速度構造について震源再計算を実施した。その中で平均走時残差およびその標準

偏差が小さくなったのは、表層の岩層の Vp=2.2(km/s)、Vp/Vs=2.1の条件であった。
さらに、震源や地震波の伝播経路周辺など、観測点直下以外の速度構造に起因する誤差を取り除くため、平均走時残

差および標準偏差が最適となる条件に対し、各観測点の走時残差を震央距離・震源深さ別に算出し、観測点毎に走時表
の補正を行い震源計算を実施した。現在の気象庁で決定されている震源分布と比較すると、震源の位置が全体的に 300m
程度浅く求まるようになるとともに、震央分布図では震央がより集中的に分布している様子が認められ、震源決定精度
が向上した効果と考えられる。


